
袋井市中小企業等デジタル化推進事業費補助金交付要綱 

 

令和６年３月 29日告示第 53号 

 

（趣旨） 

第１条 市長は、中小企業者のデジタル化を推進し、生産性の向上を図るため、デジタル

技術を導入する中小企業者等に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものと

し、その交付に関しては、袋井市補助金等交付規則（平成17年袋井市規則第47号。以下

「規則」という。）及びこの告示の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（１）中小企業者等 中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項に規定する

中小企業者及び財団法人、特定非営利活動法人等をいう。 

（２）事業所等 中小企業者等が営む事業所、事務所、店舗及び施設をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象者は、市内に事業所等を有する中小企業者等であって、市が実

施する中小企業者のデジタル化に係る専門家の派遣を受けた者とし、かつ、次の各号の

いずれにも該当するものとする。 

（１）市税を滞納していない者（補助金の交付申請時に市内に住所を有さない者又は市内

に所在していない者にあっては、住所地又は所在地における市区町村民税を滞納して

いない者） 

（２）次のいずれかに該当しない者 

  ア 暴力団（袋井市暴力団排除条例（平成23年袋井市条例第30号。以下「条例」とい

う。）第２条第１号に規定する暴力団をいう。） 

  イ 暴力団員等（条例第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に規定する暴

力団員等をいう。以下同じ。） 

  ウ 暴力団員等と密接な関係を有する者 

  エ アからウまでに該当する者が、役員等（無限責任社員、取締役、執行役若しくは 

監査役又はこれらに準じるもの、支配人及び清算人をいう。）となっている中小企



業者等 

オ 発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業（中小企業

等以外のものであって、事業を営む者をいう。以下同じ。）が所有している中小

企業等 

カ 発行済株式の総数又は出資価額の総額の３分の２以上を大企業が所有している

中小企業等 

キ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている

中小企業等 

（３）前号アからエまでに該当する者が、事実上経営に参画していない者 

（４）政治団体でない者 

（５）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２

条に定める風俗営業を行う者でないもの 

（６）法人税法（昭和40年法律第34号）第２条第５号に規定する公共法人でない者 

（７）営業に関して必要な許認可等を取得している者 

1(８) 国、県その他団体から当該補助対象事業に係る経費について、全部又は一部の補助

金の交付を受けていない、又は受ける予定のない者 

（事業期間） 

第４条 補助の対象となる事業の実施期間は、補助金の交付の決定の日からその日が属す

る年度の３月15日までとする。 

（補助対象経費） 

第５条 補助対象経費は、補助対象者が生産性の向上を図るため、デジタル技術を導入す

る行うために必要な事業の実施に要する経費のうち、次に掲げる経費（消費税及び地方

消費税を除く。）とする。 

（１）ソフトウェア等購入費及び開発費 

（２）使用料及び賃借料 

（３）委託費及び外注費 

（４）その他市長が特に必要と認める経費 

（補助金の額等） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費の３分の２以内の額（その額に、千円未満の端数が

生じたときは、これを切り捨てた額）とし、１補助対象者につき20万円を限度とする。 



（交付の申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、中小企業等デ

ジタル化推進事業費補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長

に提出しなければならない。 

（１）事業計画書・収支予算書（様式第２号） 

（２）市税納付・納入確認同意書（様式第３号） 

（３）暴力団排除に関する誓約書（様式第４号） 

（４）その他市長が必要と認めるもの 

（交付の決定） 

第８条 市長は、前条の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、適当と認め

たときは、中小企業等デジタル化推進事業費補助金交付決定通知書（様式第５号）によ

り申請者に通知するものとする。 

（交付の条件） 

第９条 市長は、補助金の交付の決定をするときは、次に掲げる事項の条件を付するもの

とする。 

（１）次のいずれかに該当する場合においては、あらかじめ市長の承認を受けなければな

らないこと。 

ア 補助金の交付決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）の内容を変更しよ

うとする場合 

  イ 対象経費の配分の変更（対象経費の20パーセント以内の変更を除く。）をしようと

する場合 

ウ 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合 

（２）補助金は、補助事業以外の目的に使用してはならないこと。 

（３）補助金の交付を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助事業に基づき、

補助事業の完了年度又はその翌年度から起算して10年以内に、実用新案権又は意匠権

等を出願若しくは取得した場合又はそれらを譲渡し、若しくは実施権を設定した場合

には、市長に報告しなければならないこと。 

（４）補助事業者は、売上げ等補助事業に基づく事業の成果の状況について、補助事業の

完了後、市長の要請に応じて報告しなければならないこと。 

（５）補助事業者は、補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並



びにこれらの帳簿及び書類を補助金の交付を受けた年度終了後５年間保管しておかな

ければならない。 

（６）補助事業者は、補助事業が予定期間内に完了しない場合又はその遂行が困難となっ

た場合は、速やかに市長に報告してその指示を受けること。 

（７）補助事業者は、規則第16条の規定により補助金の交付の決定の取消しを受け、補助

金の返還請求を受けたとき又は当該返還の期限までに納付しなかったときは、規則第

17条第３項の規定により、加算金又は延滞金を市に納付すること。 

（８）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（事業計画の変更等） 

第10条 補助事業者は、前条第１号の規定により事業計画を変更し、又は事業を中止し、

若しくは廃止するときは、変更等承認申請書（様式第６号）に変更事業計画書・変更収支

予算書（様式第２号）を添えて市長に提出しなれければならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、承認するときは、

変更等承認通知書（様式第７号）を補助事業者に通知するものとする。 

（実績の報告） 

第11条 補助事業者は、補助事業の完了後10日以内に、実績報告書（様式第８号）にその他

必要書類を添えて、市長に提出するものとする。 

（補助金の額の確定） 

第12条 市長は、前条の規定による実績報告書を受理した場合は、その内容を審査し、必

要と認めるときは、補助金の額を確定し、中小企業等デジタル化推進事業費補助金交付

確定通知書（様式第９号）を補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の請求等） 

第13条 前条の規定による補助金の交付確定通知を受けた補助事業者は、補助金交付確定

通知書を受領した日から起算して10日以内に請求書（様式第10号）に、収支決算書（様

式第２号）を添えて市長に提出し、補助金を請求しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による請求書の提出があったときは、速やかに補助金を交付する

ものとする。 

（調査等） 

第14条 市長は、補助事業を適正に執行するため必要があるときは、補助事業者に対して

報告をさせ、又は当該事業所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しく



は関係者に質問を求めることができる。 

（その他） 

第15条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

 


